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令和２年２月１９日 

計画相談支援の報酬算定について 

 

 

1. 基本 

加算は基本的に単独での算定不可だが、以下については単独で算定可。 

入院時情報連携加算 居宅介護支援事業所等連携加算 

サービス提供時モニタリング加算  

 

2. 各種加算について 

初回加算 

算定要件 単位 

以下のいずれかの基準を満たすこと。 

・ 新規にサービス等利用計画（以下、計画とする）を作成する場合。 

・ 利用者が障害福祉サービスを利用する月の前６月間に障害福祉サービスお

よび地域相談支援を利用していない場合。 

300 単位

／月 

※ 事業所変更に伴い、新規に計画作成する場合は算定不可。 

※ 「地域相談支援」とは、一般相談支援事業所が提供する地域移行支援及び地域定着支援

のサービスを指す。 

 

特定事業所加算 

区分 算定要件 単位 

特定事業所

加算Ⅰ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下の基準をすべて満たすこと。 

（１） 常勤専従の相談支援専門員を４名以上配置。そのうち１名

以上が主任相談支援専門員。 

（２） 利用者やサービス提供に関する情報の伝達等を目的とし

た会議を、おおむね週１回以上開催すること。議題には、

「現に抱える困難ケースの具体的な処遇方針」「過去のケ

ースの問題点や改善方法」「地域の事業者や社会資源の状

況」「保健医療」「アセスメントやサービス等利用計画の作

成に関する技術」「利用者の苦情の内容および改善方針」

などを含めること。議事録を５年間保存すること。 

（３） 24時間連絡体制（常時担当者が携帯電話等により連絡を

取れる体制）を確保し、必要に応じて利用者等の相談に対

応する体制を確保すること。 

（４） 新規に採用した全ての相談支援専門員に対し、主任相談支

援専門員が同行する研修を実施すること。 

（５） 基幹相談支援センター等から困難事例を紹介された場合、

その利用者にサービス提供していること。 

500 単位

／月 
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特定事業所

加算Ⅰ 

（６） 基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加

すること。 

（７） 取扱件数が 40未満であること。 

500 単位

／月 

特定事業所

加算Ⅱ 

以下の基準をすべて満たすこと。 

（１） 加算Ⅰの（２）（３）（５）（６）（７）を満たすこと。 

（２） 常勤専従の相談支援専門員を４名以上配置。そのうち１名

以上が相談支援従事現任研修を修了すること。 

（３） 新規に採用した全ての相談支援専門員に対し、相談支援従

事者現任研修を修了した相談支援専門員が同行する研修

を実施する。 

400 単位

／月 

特定事業所

加算Ⅲ 

以下の基準をすべて満たすこと。 

（１） 加算Ⅰの（２）（３）（５）（６）（７）を満たすこと。 

（２） 加算Ⅱの（３）を満たすこと。 

（３） 常勤専従の相談支援専門員を３名以上配置。そのうち１名

以上が相談支援従事現任研修を修了すること。 

300 単位

／月 

特定事業所

加算Ⅳ 

以下の基準をすべて満たすこと。 

（１） 加算Ⅰの（２）（５）（６）（７）を満たすこと。 

（２） 加算Ⅱの（３）を満たすこと。 

（３） 常勤専従の相談支援専門員を２名以上配置。そのうち１名

以上が相談支援従事現任研修を修了すること。 

150 単位

／月 

※ 特定事業所加算に係る届出書、特定事業所加算に係る基準の遵守状況に関する記録（届

出書添付用）、根拠となる添付書類（研修の修了証等）の提出が必要。 

※ 特定事業所加算に係る基準の遵守状況に関する記録（保存用）の保存が必要。 

※ 研修、困難事例、事例検討会については、体制が整っていれば実績が無くても算定でき

る。 

 

入院時情報連携加算 

区分 算定要件 単位 

入院時情報連

携加算Ⅰ 

入院時に医療機関が求める利用者情報を、医療機関を訪問し

て職員と面談し提供した場合。 

200 単位

／月 

入院時情報連

携加算Ⅱ 

入院時に医療機関が求める利用者情報を、医療機関への訪問

以外の方法で提供した場合。 

100 単位

／月 

※ 利用者１人につき１月に１回まで算定可。 

※ 入院時情報提供書を使用し、記録は５年間保存すること。 

※ 入院してからの日数に関する要件は無い。 
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退院・退所加算 

算定要件 単位 

・ 退院・退所時に、医療機関等の多職種からの情報収集や、医療機関等におけ

る退院・退所時カンファレンスへ参加した上、計画を作成した場合。 

・ 退院・退所加算保存様式を使用し、５年間保存すること。ただし計画のなか

に明記されている場合は、別途記録の作成は不要。 

200 単位

／回 

※ 利用者１人につき入院・入所中に３回まで算定可。 

※ 初回加算との併給は不可。 

※ 退院と同時に計画に基づいたサービスの利用を開始する（入院中はサービスを利用して

いない）場合も算定要件を満たしていれば算定可。この場合は、サービス利用支援費の

請求に併せて加算を算定する。 

 

居宅介護支援事業所等連携加算 

算定要件 単位 

・ 利用者が介護保険サービスへ移行する場合に、利用者の状況や計画の内容等

について居宅介護支援事業所等へ提供したり、介護支援専門員が実施するア

セスメントに同行して、居宅サービス計画等の作成に協力した場合。 

・ 居宅介護支援事業所等連携加算保存様式を使用し、５年間保存すること。 

100 単位

／回 

※ 利用者１人につき１月に１回まで算定可。 

※ ６月以内に同一の利用者には算定不可。 

 

医療・保育・教育機関等連携加算 

算定要件 単位 

・ 障害福祉サービス等以外の病院、企業、保育所、幼稚園、小学校、特別支援

学校等、訪問介護ステーション等の関係機関と日常的な連絡体制を構築し、

必要な情報提供を受け協議等を行った上で計画を作成した場合。 

・ 関係機関と面談する場合は、利用者や家族等も出席するよう努めること。 

・ 医療・保育・教育連携加算保存様式を使用し、５年間保存すること。 

100 単位

／月 

※ 初回加算を算定している場合と、退院・退所加算を算定し退院・退所する施設職員のみ

から情報提供を受けている場合は算定不可。 

※ 「日常的な連絡調整」の方法は、面談に限らず電話でも可。 

 

サービス担当者会議実施加算 

算定要件 単位 

・ モニタリング実施時に、利用者の居宅等を訪問し、利用者に面接したうえで

計画に位置付けた福祉サービス等の担当者とサービス担当者会議を開催し、

相談支援専門員が把握した計画の実施状況について説明し、担当者から専門

的見地からの意見を求め、計画の変更等について検討した場合。 

・ サービス担当者会議記録保存様式を使用し、５年間保存すること。 

100 単位

／月 
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※ サービス担当者会議の結果、計画の変更を行った際は、当加算ではなく基本報酬を算定。 

※ 「利用者の居宅等」には、入所、通所施設も含まれる。 

※ 要件を満たしていれば、サービス提供時モニタリング加算との併給可。 

 

サービス提供時モニタリング加算 

算定要件 単位 

・ モニタリング実施時またはそれ以外の機会に、計画に位置付けた障害福祉サ

ービス等を提供する事業所またはサービスの提供場所を訪問し、サービス提

供場面を直接確認することで、サービスの提供状況や対象障害者の状況を詳

細に把握し、確認結果記録を作成した場合。 

・ サービス提供時モニタリング記録保存様式を使用し、５年間保存すること。 

100 単位

／月 

※ 要件を満たしていれば、サービス担当者会議実施加算との併給可。 

 

行動障害支援体制加算 

算定要件 単位 

以下の基準をすべて満たすこと。 

（１） 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）または行動援護従業者養成研

修を修了した常勤の相談支援専門員を１名以上配置すること。 

（２） 上記の相談支援専門員を配置している旨を区へ届け出るとともに、体制

が整備されている旨を事業所に掲示するとともに公表すること。 

35 単位

／月 

※ 対象となる研修は『支援体制加算の対象研修一覧』（P.22～２３）のとおり。 

※ 体制加算に係る届出書、各支援体制加算に係る基準の遵守状況に関する記録（届出書添

付用）、根拠となる添付書類（研修の修了証等）の提出が必要。 

※ 各支援体制加算に係る基準の遵守状況に関する記録（保存用）の保存が必要。 

 

要医療児者支援体制加算 

算定要件 単位 

以下の基準をすべて満たすこと。 

（１） 医療的ケア児等の障害特性およびこれに応じた支援技法に関する研修を

修了した常勤の相談支援専門員を１名以上配置すること。 

（２） 上記の相談支援専門員を配置している旨を区へ届け出るとともに、体制

が整備されている旨を事業所に掲示するとともに公表すること。 

35 単位

／月 

※ 対象となる研修は『支援体制加算の対象研修一覧』（P.22～２３）のとおり。 

※ 体制加算に係る届出書、各支援体制加算に係る基準の遵守状況に関する記録（届出書添

付用）、根拠となる添付書類（研修の修了証等）の提出が必要。 

※ 各支援体制加算に係る基準の遵守状況に関する記録（保存用）の保存が必要。 
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精神障害者支援体制加算 

算定要件 単位 

以下の基準をすべて満たすこと。 

（１） 精神障害者等の障害特性およびこれに応じた支援技法等に関する研修を

修了した常勤の相談支援専門員を１名以上配置すること。 

（２） 上記の相談支援専門員を配置している旨を区へ届け出るとともに、体制

が整備されている旨を事業所に掲示するとともに公表すること。 

35 単位

／月 

※ 対象となる研修は『支援体制加算の対象研修一覧』（P.22～２３）のとおり。 

※ 体制加算に係る届出書、各支援体制加算に係る基準の遵守状況に関する記録（届出書添

付用）、根拠となる添付書類（研修の修了証等）の提出が必要。 

※ 各支援体制加算に係る基準の遵守状況に関する記録（保存用）の保存が必要。 

 

地域生活支援拠点等相談強化加算 

算定要件 単位 

・ 地域生活支援拠点等である事業所の相談支援専門員が、コーディネータの役

割として相談を受け、連携する短期入所事業所への緊急時の受け入れの対応

を行った場合。 

・ 連絡調整内容の記録は５年間保存すること。 

700 単位

／月 

※ 短期入所事業所への受け入れ回数に応じて、月４回まで算定可。 

※ 他事業所にて計画相談支援を行っている利用者については算定不可。 

 

地域体制強化共同支援加算 

算定要件 単位 

・ 地域生活支援拠点等である事業所の相談支援専門員が、支援困難事例等の

ついての課題検討・情報共有を行い、他の事業者と共同で対応し、協議会

に報告した場合。 

・ 会議内容の記録は５年間保存すること。 

2000 単位

／月 

※ 利用者１人につき１月に１回まで算定可。 
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3. 参考資料 

 

【特定事業所加算関係様式】 
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【各支援体制加算関係様式】 
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【入院時情報提供書様式】 
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【退院・退所加算保存様式】 
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【居宅介護支援事業所等連携加算保存様式】 
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【医療・保育・教育連携加算保存様式】 
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【サービス担当者会議記録保存様式】 
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【サービス提供時モニタリング記録保存様式】 
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【支援体制加算の対象研修一覧】（令和２年１月８日現在） 
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